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政策評価の結果の政策への反映状況一覧表（総合評価） 
政策名 評価結果の概要 評価結果の政策への反映状況 

行政相談 総務省の行政相談は、以下の観点からみて、おおむね期待されている
効果を発揮している。 
① 総合性（あらゆる行政分野の幅広い苦情等に対応しているか） 
② 利便性（国民の身近なところで多様な方法により相談できるように
なっているか。全国ネットワーク機能の活用により相談者の利便が図
られているか） 

③ 公正・中立性（相談者と相手方機関との間をとりもって苦情のあっ
せんをし、それによって苦情の解決が促進されているか）及び改善の
広範性（行政相談を端緒として広範な救済の実現を図っているか） 

④ 迅速性（相談の処理が迅速に行われているか） 
⑤ 有効性（行政相談を申し出たことにより苦情の解消が図られている
か。行政相談に満足しているか） 

⑥ 必要性（国民や社会のニーズに照らして妥当か） 
一方、今回の評価結果において、以下の課題が認められた。 

・ 開催効果の高い国・地方総合相談センターを積極的に展開するとと
もに、管区行政評価局等主催の定例・巡回相談所については廃止を含
め在り方を見直すこと 

・ 市町村に行政相談委員が１人しか配置されていない場合の委員活動
の実態等を踏まえつつ、行政サービスの維持・向上を図る観点から、
委員の配置の在り方を検討すること。また、研修の充実や委員に対す
る管区行政評価局等の支援を強化すること 

・ 被災地域での特別総合行政相談所の設置・運営の詳細について管区
行政評価局等において関係機関と具体的な取り決めを行うこと。ま
た、本省において特別相談活動指針の作成等を行うこと 

・ 受付件数が減少傾向にある「お手紙でどうぞ 行政困りごと相談」
について、実施する管区行政評価局等の重点化を図ること 

・ 効果の高い広報媒体への掲載・報道依頼の充実などにより、行政相
談制度及び行政相談委員制度の広報活動を一層強化すること 

・ 事案の迅速・適切な処理の推進のため、①若年層を中心とした相談
業務担当職員に対する研修を実施すること、②行政相談事案の受付・
処理情報等を一括して管理する「行政相談総合システム」の検索機能
の強化等の改善を図ること 

今後とも国民に対して良好で質の高い相談環境を整備・充実し、
行政についての国民のセーフティネットとも言える機能を更に発
揮するとともに、行政の制度・運営の改善に寄与するため、その充
実・強化を図っていくとともに、評価により得られた課題について
は、今後、業務運営の改善・見直しに努め、施策に着実に反映して
いく。 
【予算概算要求】 
・ 国・地方総合相談窓口の利用促進を図るため、その周知に要す
る経費に係る予算を新規要求することとし、0.22億円を平成19
年度概算要求に盛り込んだ。 

・ 行政相談制度の広報活動の強化に関連して、管区局・事務所が
実施する地域の特性を踏まえ創意工夫をこらした事業を支援す
るために要する経費に係る予算を新規要求することとし、8.8百
万円を平成19年度概算要求に盛り込んだ。 

 

 


